第１回「今後の治水対策の進め方」検討部会結果概要について
１．日時　平成２２年２月１８日（木）18:30～21:30

２．場所　大阪府公館
３．出席　池淵委員長、多々納委員、中川委員、道奥委員、宮本委員、山下委員
　　　　　井上都市整備部長他
４．内容
◆各委員の意見
　○見通しのきく時間スパンで実施可能な施設対応をリストアップ、地先の安全性を評価・公表、行政の支援を得ながら地域コミュニティが考える仕組みを作ること。
　○河川の安全度と地先の安全度のどちらを追求するのか。地先の安全度を追求する場合、河川整備は手段の一つ。効率的だが誰が責任を取るのか。時間を考慮すると河川の安全度を決めて地先の安全対策は「＋α」の方がいいのでは。
　○河川は社会的共通資本であり、現世代のみならず、次世代への説明責任を果たす必要がある。
　○情報や水防、また、河川を読みとるセンスの醸成などのソフト施策を充実させる必要がある。　
　○治水目的とは、住民の命を守ること、これは今生きている人を対象。そのために、今年起こることから守る。まず、逃げる。つまり、水防活動。人家密集区域では緊急的に堤防強化を。
　○今後の治水対策は「防ぐ」から「凌ぐ」へ。何を優先的に回避していくか、組み合わせで対応すべき。これまでの河川に洪水エネルギーを集める治水から洪水エネルギーを分散させる総合治水などの手法へ。
　○土地利用規制には正当な理由が必要。
　○府の責任領域をどう考えるかを議論すべき。流域対策等になると府、基礎自治体、個人様々な主体がおり、責任の区別はむずかしい。
　○住民に対しては様々な安全度を示し知ってもらう必要がある。50ﾐﾘで河川整備をやめたときにどんな被害が起こるなど。
　○回復可能な国土づくりをしているかが重要。床下浸水は許容などの考え方もある。

○河川室だけが対応するのではなく、流域対応で考えられるように組織も変える必要があるかもしれない。
　○人為的に治水安全度を低下させる場合は、助成、税の優遇措置、フォローする必要あり。総合的な対応が必要。
　○雨と被害を出して具体的に議論すべき。
　○評価と対策をわけるべき。評価には地先も入れて対策はその一つとして河川整備を。
　○住民は堤防が高いことが安全と認識している。情報発信が必要。安全度と安全はイコールでない場合もある。

　○住民には、国、府の河川の区別は関係無い。直轄河川との関係も検討する必要があるのではないか。

◆まとめ
　○現場を見て議論すべき。そのために疑似体験できる河川の視察を。
　○今後の検討のために大阪の特徴を捉えたモデル河川を抽出し、実例を示して議論すべき。どの程度の雨でどこで被害が起こるかを示して議論すべき。　　　　　
　○今後の「治水対策の進め方」については実例等を考慮し検討していく。
◆次回の審議予定
　○「どの程度の雨が降ればどこで被害が起こるか」を示して進め方等の議論を行う。
　○次回までに現場視察の日程調整を行う。次回開催は３月６日（土）10:00～大阪府公館にて







